
短期入所生活介護関係 Q&A集

サービス種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書
番号等

番号

18 短期入所生活
介護事業

連続３０日を超える短期
入所

二つの要介護認定期間をまたがる短期入所で、連続利用日数が
30日を超えた場合は報酬算定可能か。

二つの要介護認定期間をまたがる入所であっても、30日を超えて算定できない。

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて

Ⅱ3

18 短期入所生活
介護事業

連続３０日を超える短期
入所

短期入所において、同一サービス事業所から退所した翌日入所し
た場合、算定日は連続しているが、連続入所とはみなさないと考
えてよいか。

退所の翌日入所した場合は、連続して入所しているものとしてあつかう。

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて

Ⅱ4

18 短期入所生活
介護事業

連続３０日を超える短期
入所

短期入所中に転居等により保険者が変わった場合で、その前後
にまたがる短期入所の連続利用が30 日を超えた場合は報酬算
定可能か。

保険者が変わった場合においても、30日を超えて算定できない(ただし月の途中で保
険者が変わった場合、介護給付費明細書は2件提出することとなる)。

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて

Ⅱ5

18 短期入所生活
介護事業

連続３０日を超える短期
入所

短期入所について区分限度を超えて全額利用者負担がある月か
ら、翌月まで入所を継続して連続利用が30日を超えた場合は連
続して入所していたものとみなされるか。

区分限度を超えて利用者全額負担があった場合も通算して連続利用とみなし、30日
を超えて報酬算定することはできない。

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて

Ⅱ6

18 短期入所生活
介護事業

30日以上の利用の場合
の算定

利用者に対し連続して30日を超えて短期入所生活介護を行って
いる場合において、30日を超える日以降に行った短期入所生活
介護については、短期入所生活介護費は算定できないが、その
連続する期間内に介護予防短期入所生活介護の利用実績があ
る場合はどのように取り扱うのか。

当該期間内に介護予防短期入所生活介護の利用実績がある場合は、その期間を
含める取り扱いとなる。
なお、短期入所療養介護と介護予防短期入所療養介護についても同様の取り扱い
となる。
（削除）
　次のＱ＆Ａを削除する。
１　平成18年Q＆A(vol.1)（平成15年5月30日）問59～64
２　平成21年Q＆A(vol.1)（平成21年3月23日）問85、87、109

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情報vol.267
「平成２４年度介護報酬改
定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月16 日）」の
送付について

98

18 短期入所生活
介護事業

長期利用者に対する減算
について

　同一の短期入所生活介護事業所を30日利用し、1日だけ自宅や
自費で過ごし、再度同一の短期入所生活介護事業所を利用した
場合は減算の対象から外れるのか。

　短期入所生活介護の利用に伴う報酬請求が連続している場合は、連続して入所し
ているものと扱われるため、１日だけ自宅や自費で過ごした場合には、報酬請求が
30日を超えた日以降、減算の対象となる。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

76
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短期入所生活介護関係 Q&A集

サービス種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書
番号等

番号

18 短期入所生活
介護事業

長期利用者に対する減算
について

　保険者がやむを得ない理由（在宅生活継続は困難で特別養護
老人ホームの入所申請をしているが空きがない等）があると判断
し、短期入所生活介護の継続をしている場合も減算の対象となる
か。

　短期入所生活介護の基本報酬は、施設入所に比べ入退所が頻繁であり、利用者
の状態が安定していないことなどから、特別養護老人ホームの基本報酬より高い設
定となっているため、長期間の利用者については、理由の如何を問わず減算の対象
となる。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

77

18 短期入所生活
介護事業

長期利用者に対する減算
について

　平成27年４月１日時点で同一事業所での連続利用が30日を超
えている場合、４月１日から減算となるという理解でよいか。

　平成27年４月１日から今回の報酬告示が適用されるため、それ以前に30日を超え
ている場合には、４月１日から減算の対象となる。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

78

18 短期入所生活
介護事業

長期利用者に対する減算
について

　連続して30日を超えて同一の指定短期入所生活介護事業所に
入所した場合は減算の対象となるが、特別養護老人ホームと併
設の短期入所生活介護事業所から特別養護老人ホームの空床
利用である短期入所生活介護事業所へ変わる場合は減算対象と
なるか。

　実質的に一体として運営していると考えられるので、同一事業所の利用とみなし、
減算の対象とする。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

79

18 短期入所生活
介護事業

長期利用者に対する減算
について

　　短期入所生活介護事業所とユニット型短期入所生活介護事業
者が同一の建物内に存在し、それぞれ異なる事業所として指定を
受けている場合も、算定要件にある「同一の指定短期入所生活介
護事業所」として扱うのか。

　実質的に一体として運営していると考えられるので、同一事業所の利用とみなし、
減算の対象とする。

27.4．1
事務連絡
介護保険最新情報vol.454
「平成27年度介護報酬改
定に関するQ&A（平成27
年4月1日）」の送付につい
て

80

18 短期入所生活
介護事業

連続３０日を超える短期
入所

利用者の希望により連続31日を超える短期入所を計画した場合、
サービス利用票の月間計画、サービス利用票別表上どのように
記載すべきか。

サービス利用票は利用者に保険対象内外のサービスを区分して記載し、説明するこ
とを基本としていることから、介護保険の短期入所にあたらない31日目以降について
もサービス利用票の記載対象となる。

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて

Ⅰ（２）

18 短期入所生活
介護事業

要介護認定期間中の短
期入所利用日数の確認

月の途中で変更認定等が行われた場合は新たな要介護認定期
間に切り替わることとなる。この場合に、サービス利用票別表にお
ける「要介護認定期間中の短期入所利用日数の確認」欄はどの
ように記載するのか。

変更認定後は、新たな要介護認定期間となり、要介護認定期間中における短期入
所の利用日数の確認も、新たな認定有効期間の開始日から行うこととなる。変更認
定のあった月においては、前月までの利用日数をゼロとしてサービス利用票別表を
作成して、変更認定後の期間について短期入所利用通算日数の確認を行う。

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて
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サービス種別 項目 質問 回答
ＱＡ発出時期、文書
番号等

番号

18 短期入所生活
介護事業

要介護認定期間中の短
期入所利用日数の確認

変更認定等により、当初設定されていた要介護認定期間の終了
日より前に次の認定有効期間に切り替わった場合、短期入所の
利用を前倒しで行っていると、結果として変更認定前の短期入所
利用日数が要介護認定期間の半分を超えてしまう可能性があ
る。この場合どのように取り扱うか。

サービス計画作成時点においては当初の要介護認定期間を前提として短期入所の
計画を立てているものであり、このようなケースは問題とならない。

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて

Ⅰ（１）２

18 短期入所生活
介護事業

要介護認定期間中の短
期入所利用日数の確認

連続30日を超えて短期入所を行った実績がある場合、30日を超え
る利用日を短期入所の利用日数として通算し、要介護認定期間
の半数との比較に含めるか。

連続30日を超えた利用日については介護保険対象の短期入所とはみなされず、保
険給付の対象ともならないため、要介護認定期間の半数と比較する短期入所の利
用日数には含めない。

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて

Ⅰ（１）３

18 短期入所生活
介護事業

要介護認定期間中の短
期入所利用日数の確認

区分限度を超えて短期入所を行った実績がある場合、短期入所
の利用日数として通算し、要介護認定期間の半数との比較に含
めるか。

区分支給限度基準額を超えて全額利用者負担で利用した短期入所の日数について
は、「要介護認定期間中の短期入所利用日数の確認」欄において短期入所の利用
日数には含めない。限度内相当部分としての要介護認定期間の半数との比較に含
める日数は以下の算式により算出する。
短期入所サービスの区分支給限度基準内単位数　÷　短期入所の総単位数　×
短期入所の総利用日数（小数点以下切り捨て）

13.8.29
事務連絡
介護保険最新情報vol.116
訪問通所サービス及び短
期入所サービスの支給限
度額の一本化に係るQ&A
及び関連帳票の記載例に
ついて

Ⅰ（１）４
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